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発電炉工認手続きガイド及び作成要領を踏まえた廃棄物管理施設の設工認作成要領【添付書類の作成要領】 

＜比較検討＞ 

 発電炉 工認手続きガイド 廃棄物管理施設 設工認作成要領（案） 発電炉 工認作成要領 備考 

（３）添付書類 

規則別表第２の下欄において

は、発電用原子炉を設置する工

場又は事業所全体若しくは発電

用原子炉施設全体に係る添付書

類の要求に加えて、同表の上欄

の発電用原子炉施設の種類に応

じた添付書類の要求が規定され

ている。すなわち、認可の申請

又は届出に係る工事の内容に関

係あるものについて添付する必

要がある。 

 

設工認申請における添付書類の作成要領  

 

設工認申請にあたり，廃棄物管理規則では，「当該申請に係る設計及

び工事の計画が法第五十一条の二第一項の指定若しくは法第五十一条の

五第一項の許可を受けたところ又は同条第二項の規定により届け出たと

ころによるものであることを説明した書類並びに当該申請に係る設計及

び工事の計画が法第五十一条の九の技術上の基準（以下「技術基準」と

いう。）に適合していることを計算によつて説明した書類その他の当該

申請に係る設計及び工事の計画が技術基準に適合していることを説明し

た書類」を添付することを要求している。  

この添付書類は，設工認申請した施設（以下「当該施設」という。）

の技術基準規則及び解釈への適合性を示すための書類であることに鑑

み，当該施設の詳細設計の考え方，技術基準規則及び解釈への適合性を

示すため，各添付書類に共通する作成要領を以下にまとめる。 

なお，記載構成については，原則として先行プラントで認可実績のあ

る発電炉工認を参考に作成を行うものとする。また，特記事項のある書

類については添付書類として別途記載する。 

1. 基本的な構成※1 

添付書類の章立ての基本的な構成は以下のとおりとする。 

1. 概要 

2. 基本方針（技術基準規則及び解釈等の要求項目を含 

む。） 

3. 評価（該当する場合） 

4. 施設の詳細設計方針 

（以下，必要に応じ添付する。） 

・計算機プログラム（解析コード）の概要等 

※1：書類内容に応じて，各章立ての中の分類を分けること 

も可とする。 

 

2. 具体的な記載内容及び記載にあたっての留意事項 

「1. 基本的な構成」の章立て構成に基づく具体的な記載内容及 

び記載にあたっての留意事項を以下に示す。 

章※2 具体的な記載内容及び留意事項※2 

全般的な 

留意事項 

(1) 基本設計方針及び仕様表と整合が図られ

ていること。 

(2) 「技術基準規則及び解釈の要求事項に追

加又は変更があるもの」に対して関連す

る内容を記載する※3。 

(3) 書類全体に亘り，極力，記載内容が重複

しないようにする。 

※3：全体の繋がりやトーン合わせ等の状況や内 

容に応じて，例外的に追加又は変更のない部 

分を記載する場合もある。 
 

６ 工事計画認可申請における添付書類の作成要領  

 

工事計画認可申請にあたり，実用炉規則では，別表第二の上欄に掲げ

る種類に応じて，同表の下欄に掲げる書類を添付することを要求してい

る。  

 

 

 

 

この添付書類は，工事計画認可申請した施設（以下「当該施設」とい

う。）の技術基準規則及び解釈への適合性を示すための書類であること

に鑑み，当該施設の詳細設計の考え方，技術基準規則及び解釈への適合

性を示すため，各添付書類に共通する作成要領を以下にまとめる。 

なお，特記事項のある書類については添付書類として別途記載する。 

 

1. 基本的な構成※1 

添付書類の章立ての基本的な構成は以下のとおりとする。 

1. 概要 

2. 基本方針（技術基準規則及び解釈等の要求項目を含 

む。） 

3. 評価（該当する場合） 

4. 施設の詳細設計方針 

別添（必要に応じ添付する。） 

・計算機プログラム（解析コード）の概要等 

※1：書類内容に応じて，各章立ての中の分類を分けること 

も可とする。 

 

2. 具体的な記載内容及び記載にあたっての留意事項 

「1. 基本的な構成」の章立て構成に基づく具体的な記載内容及 

び記載にあたっての留意事項を以下に示す。 

章※2 具体的な記載内容及び留意事項※2 

全般的な 

留意事項 

(1) 基本設計方針及び要目表と整合が図られ

ていること。 

(2) 「技術基準規則及び解釈の要求事項に追

加又は変更があるもの」に対して関連す

る内容を記載する※3。 

(3) 書類全体に亘り，極力，記載内容が重複

しないようにする。 

※3：全体の繋がりやトーン合わせ等の状況や内 

容に応じて，例外的に追加又は変更のない部 

分を記載する場合もある。 
 

 

 

・規則の違いによ

る見直し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載構成につい

ては、原則、発電

炉工認を参照する

ことを明記。 
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発電炉工認手続きガイド及び作成要領を踏まえた廃棄物管理施設の設工認作成要領【添付書類の作成要領】 

＜比較検討＞ 

  

 

発電炉 工認手続きガイド 廃棄物管理施設 設工認作成要領（案） 発電炉 工認作成要領 備考 

 章※2 具体的な記載内容及び留意事項※2 

1. 概要 (1) 説明書類の目的や位置付け※4を記載する。 

（記載例）  

本資料は，「特定第一種廃棄物埋設施設又は特

定廃棄物管理施設の技術基準に関する規則」（以

下「技術基準規則」という。）」第十一条に基づ

き，火災又は爆発により廃棄物管理施設の安全性

を損なわないよう，火災区域及び火災区画に対し

て，火災及び爆発の発生防止，火災及び爆発の感

知及び消火並びに火災及び爆発の影響軽減のそれ

ぞれを考慮した火災防護対策を行うことを説明す

るものである。 

また，廃棄物管理施設における火災防護対策を

具体化するに当たっては，「実用発電用原子炉及

びその附属施設の火災防護に係る審査基準」（以

下「火災防護に係る審査基準」という。）を参考

として廃棄物管理施設の特徴及びその重要度を踏

まえた火災防護対策を講ずる設計とする。 

※4：a. 条文に対応することを示す宣言だけでは 

なく，直接的な要求に対する説明に関連 

した特殊な内容を示すことの宣言 

b. 既設工認の読み込みや他の説明書との 

関連を示す宣言 

2. 基本方針 (1) 当該添付書類で説明している全体の流れがわ

かる概要を記載する。 

（例）火災防護に関する説明書  

廃棄物管理施設において，冷却及び遮蔽に係る

安全機能が火災又は爆発によって損なわれないよ

う，適切な火災防護対策を講ずる設計とする。具

体的には，…火災防護対象設備を設置する火災区

域及び火災区画に対して，廃棄物管理施設の安全

性が損なわれないよう，以下に示す火災及び爆発

の発生防止，火災及び爆発の感知及び消火並びに

火災及び爆発の影響軽減のそれぞれを考慮した火

災防護対策を講ずる。… 

2.1 火災発生防止 

廃棄物管理施設の火災及び爆発の発生防止

として，廃棄物管理施設で取り扱う化学薬品

等のうち，可燃性物質を使用する系統及び機

器に対する着火源の排除及び漏えい防止対策

を講ずる設計とする。また，…防止する設計

とする。… 
 

章※2 具体的な記載内容及び留意事項※2 

1. 概要 (1) 説明書類の目的や位置付け※4を記載する。 

（記載例）  

本書類は，「実用発電用原子炉及びその付属施

設の技術基準に関する規則」（以下「技術基準規

則」という。）第26条第1項第4号及び第7号並び

にそれらの「実用発電用原子炉及びその付属施設

の技術基準に関する規則の解釈」（以下「解釈」

という。）に基づき，燃料取扱いに使用するクレ

ーン，装置等の燃料取扱設備における，燃料集合

体の落下防止対策及び使用済燃料プール内の燃料

体又は使用済燃料（以下「燃料体等」という。）

又は重量物の落下により破損しないことについて

説明するものである。併せて，技術基準規則第26

条第2項第4号ニ及びその解釈に基づき，燃料取扱

設備等の重量物が落下しても使用済燃料プールの

機能が損なわれないことを説明する。 

※4：a. 条文に対応することを示す宣言だけでは 

なく，直接的な要求に対する説明に関連 

した特殊な内容を示すことの宣言 

b. 既工認の読み込みや他の説明書との関連 

を示す宣言 

 

2. 基本方針 (1) 当該添付書類で説明している全体の流れがわ

かる概要を記載する。 

（例）火災防護に関する説明書  

東海第二発電所における設計基準対象施設及び

重大事故等対処施設は，火災により発電用原子炉

施設の安全性や重大事故等に対処するための必要

な機能を損なわないよう，設計基準対象施設のう

ち，火災防護上重要な機器等並びに重大事故等対

処施設を設置する火災区域及び火災区画に対し

て，以下に示す火災の発生防止，火災の感知及び

消火並びに火災の影響軽減のそれぞれを考慮した

火災防護対策を講じる。 

2.1 火災発生防止 

発電用原子炉施設内の火災発生防止とし

て，発火性又は引火性物質を内包する設備に

対し，漏えい及び拡大の防止対策，防爆対

策，設置上の考慮，換気及び発火性又は引火

性物質の貯蔵量を必要な量にとどめる対策を

行う。また，…防止する設計とする。… 
 

 

 

 

・記載例を当社の

実例に見直し 
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発電炉工認手続きガイド及び作成要領を踏まえた廃棄物管理施設の設工認作成要領【添付書類の作成要領】 

＜比較検討＞ 

  

 

発電炉 工認手続きガイド 廃棄物管理施設 設工認作成要領（案） 発電炉 工認作成要領 備考 

 章※2 具体的な記載内容及び留意事項※2 

2. 基本方針 

（前項の続

き） 

(2) 当該施設の設置にあたって評価が必要な場合に，事業

変更許可での評価結果を用いる場合は，その評価結果及

びそれを踏まえた設計方針を記載する。 

(3) 今後，評価する場合は評価時期，評価方法及び条件，

評価結果に応じてとる措置といった評価方針を記載す

る。 

(4) 当該施設に係る技術基準規則及び解釈の要求を記載す 

る。 

(5) 事業変更許可申請書の本文記載事項のうち，技術基準

規則及び解釈に対応条文のない事業許可基準規則要求を

受けた約束事項があればそれを記載する。 

(6) 上記以外で関連する規格要求等がある場合も記載す

る。 

3. 評価 (1) 「2. 基本方針」(2)又は(3)項で記載した評価に関する

内容の詳細を記載する。 

(2) 評価や解析を行うにあたっては，評価や解析の基本方

針，評価方法，前提条件，評価結果の記載順を基本とし

た構成とする。 

＜留意事項＞ 

a. 事業許可基準規則への適合性確認として実施した有

効性評価にて性能評価を行ったものについては，

「有効性評価において性能を有していることを確認

した」旨を記載する。この時，評価条件に合致して

いることも記載する。 

b. 評価解析を行うにあたり，結果を導くまでの過程を

後から検証できるよう，前提条件，使用する計算式

及び入力値等を明確にするとともに，出典元も記載

する。 

c. ガイド等に準ずる場合，準ずる旨の記載だけでな

く，評価や確認した内容も記載する。 

4. 施設の詳

細設計方針 

(1) 当該施設の基本設計方針及び要目表記載事項に係る詳

細設計方針を記載する。 

 

 

 

 
 

章※2 具体的な記載内容及び留意事項※2 

2. 基本方針 

（前項の続

き） 

(2) 当該施設の設置にあたって評価が必要な場合に，設置

変更許可での評価結果を用いる場合は，その評価結果及

びそれを踏まえた設計方針を記載する。 

(3) 今後，評価する場合は評価時期，評価方法及び条件，

評価結果に応じてとる措置といった評価方針を記載す

る。 

(4) 当該施設に係る技術基準規則及び解釈の要求を記載す 

る。 

(5) 設置変更許可申請書の本文記載事項のうち，技術基準

規則及び解釈に対応条文のない設置許可基準規則要求を

受けた約束事項があればそれを記載する。 

(6) 上記以外で関連する規格要求等がある場合も記載す

る。 

3. 評価 (1) 「2. 基本方針」(2)又は(3)項で記載した評価に関する

内容の詳細を記載する。 

(2) 評価や解析を行うにあたっては，評価や解析の基本方

針，評価方法，前提条件，評価結果の記載順を基本とし

た構成とする。 

＜留意事項＞ 

a. 設置許可基準規則への適合性確認として実施した有

効性評価にて性能評価を行ったものについては，

「有効性評価において性能を有していることを確認

した」旨を記載する。この時，評価条件に合致して

いることも記載する。 

b. 評価解析を行うにあたり，結果を導くまでの過程を

後から検証できるよう，前提条件，使用する計算式

及び入力値等を明確にするとともに，出典元も記載

する。 

c. ガイド等に準ずる場合，準ずる旨の記載だけでな

く，評価や確認した内容も記載する。 

4. 施設の詳

細設計方針 

(1) 当該施設の基本設計方針及び要目表記載事項に係る詳

細設計方針を記載する。 

(2) 原則として，設計基準対象施設及び重大事故等対処施

設の設計方針を融合させた記載とする。  

(3) 融合が困難な場合は，設計基準対象施設及び重大事故

等対処施設の両方に共通する大枠の考え方を記載した上

で，それぞれ特徴的なものを個別に記載する。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・SA設備は該

当なしである

ため削除 
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発電炉工認手続きガイド及び作成要領を踏まえた廃棄物管理施設の設工認作成要領【添付書類の作成要領】 

＜比較検討＞ 

  

発電炉 工認手続きガイド 廃棄物管理施設 設工認作成要領（案） 発電炉 工認作成要領 備考 

 章※2 具体的な記載内容及び留意事項※2 

4. 施設の詳

細設計方針 

（前項の続

き） 

(2)「3．評価」も考慮した上で，技術基準規則及び解釈並

びに事業許可基準規則を受けて事業変更許可本文に記載

している約束事項等の要求に対して，基本設計方針及び

仕様表の記載事項が適合していることを記載する。 

＜留意事項＞ 

a. 構造，仕様及び設置場所（取付位置）等，変更

が生じた際に性能に影響があると考えられるも

のは記載する。 

その他，必要

に応じ添付す

る書類 

(1)  事業変更許可時に作成した｢整理資料｣については，設

工認申請書の説明書類として添付することの要否を検討

する。必要と判断した場合であっても，そのまま添付す

るのではなく，必要な情報を整理した上で添付する。こ

の時，原則として文章部分は本文側に含ませ，図表のみ

を添付する。ただし，設工認本文を補足する上で全体を

添付する必要がある場合は，上記によらなくてもよいこ

ととする。 

(2)  書類を添付する場合は，原則として添付書類本文の章

立て等の説明のまとまり（最小単位）に対して一つま

でとし，書類番号を文章に溶け込ませてリンク先を明

確にする※5。また，複数の書類が該当する場合は，書

類の構成を見直し，上記の原則に従う。 

(3) 各計算書作成の基本方針及び評価に用いた計算機プロ

グラム（解析コード）についての説明を添付する。 

＜留意事項＞ 

a. 別添の中に，さらに別紙や添付資料を付けるよう

な，多重階層的な構成は，極力避ける。 

※5： 

（記載例）  

〇〇については，別添１「〇〇〇〇」に示す。 

 

 

 

 

※2：書類全体の構成として，上記に示す標準的なパターン以外に，「3. 評

価」又は「4. 施設の詳細設計方針」がないパターンや，分冊構成とし

て詳細に記載するパターンもあるため，添付書類で説明する内容に応じ

て最適なパターンを選択するなど，柔軟に対応することとする。 

 

章※2 具体的な記載内容及び留意事項※2 

4. 施設の詳

細設計方針 

（前項の続

き） 

(4)「3．評価」も考慮した上で，技術基準規則及び解釈並

びに設置許可基準規則を受けて設置変更許可本文に記載

している約束事項等の要求に対して，基本設計方針及び

要目表の記載事項が適合していることを記載する。 

＜留意事項＞ 

a. 構造，仕様及び設置場所（取付位置）等，変更

が生じた際に性能に影響があると考えられるも

のは記載する。 

別添 (1) 設置変更許可時に作成した｢まとめ資料｣については，

工事計画認可申請書の説明書類として添付することの

要否を検討する。必要と判断した場合であっても，そ

のまま添付するのではなく，必要な情報を整理した上

で添付する。この時，原則として文章部分は本文側に

含ませ，図表のみを添付する。ただし，工事計画書本

文を補足する上で全体を添付する必要がある場合は，

上記によらなくてもよいこととする。 

(2)  別添を添付する場合は，原則として添付書類本文の章

立て等の説明のまとまり（最小単位）に対して一つま

でとし，別添番号を文章に溶け込ませてリンク先を明

確にする※5。また，複数の別添が該当する場合は，別

添の構成を見直し，上記の原則に従う。 

(3) 各計算書作成の基本方針及び評価に用いた計算機プロ

グラム（解析コード）についての説明を添付する。 

＜留意事項＞ 

a. 別添の中に，さらに別紙や添付資料を付けるよう

な，多重階層的な構成は，極力避ける。 

※5： 

（記載例）  

屋外に設置又は保管している重大事故等対処設備は，竜

巻の影響を受けることから全ての重大事故等対処設備を竜

巻の影響を考慮する施設として選定する。  

屋外に設置する具体的な重大事故等対処設備については，

別添１「屋外に設置する重大事故等対処設備の抽出」に示

す。 

※2：書類全体の構成として，上記に示す標準的なパターン以外に，「3. 評

価」又は「4. 施設の詳細設計方針」がないパターンや，分冊構成とし

て詳細に記載するパターンもあるため，添付書類で説明する内容に応じ

て最適なパターンを選択するなど，柔軟に対応することとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・必ずしも別

添としないケ

ースも考えら

れるため、表

現を見直し 

 



 

5 

 

発電炉工認手続きガイド及び作成要領を踏まえた廃棄物管理施設の設工認作成要領【添付書類の作成要領】 

＜比較検討＞ 

 発電炉 工認手続きガイド 廃棄物管理施設 設工認作成要領（案） 発電炉 工認作成要領 備考 

 3. 説明書固有の特記事項が含まれている作成要領 

説明書固有の特記事項が含まれている作成要領については，以下に別紙

として記載する。 

 

(1)別紙１ 設工認申請書のうち廃棄物管理施設の事業変更許可との整

合性に関する説明書の作成要領 

 

 

 

3. 説明書固有の特記事項が含まれている作成要領 

説明書固有の特記事項が含まれている作成要領については，以下

に別紙として記載する。  

(1)別紙１ 設備別記載事項の設定根拠に関する説明書の作成要領 

(2)別紙２ 工事計画認可申請書のうち発電用原子炉の設置の許可

との整合性に関する説明書の作成要領 

(3)別紙３ 東海第二発電所 強度に関する説明書の記載上の整理に

ついて 

(4)別紙４ 東海第二発電所 耐震評価を行っている各施設の工認添

付書類記載の整理について  

(5)別紙５ 火災，自然現象，溢水，可搬評価に係る強度・耐震評

価の方針書及び計算書の作成要領 

 

 

・E施設は設定

根拠の説明書

が必要となる

仕様等に変更

がないため、

別紙１は添付

不要。 

 

・E施設は耐圧

強度評価対象

の設備が無い

ため、別紙３

は添付不要。 

 

・E施設は火

災、溢水等で

Ss機能維持評

価の対象とな

る設備が無い

ため別紙４、

５は添付不

要。 

（厳密には自

然現象にて強

度評価の対象

は存在する

が、E施設の場

合は自然現象

のみであり、

他条文に跨る

説明書とはな

らないため該

当しないもの

と整理） 

 

・ 

 




